
日本独自のガバナンス慣行（12項目）に関する

次世代アンケート

《参考資料４》

（※）2016年、京都大、一橋大、慶應義塾大、各大学50名前後に対して 講義前と講義後

の2回、アンケート調査を実施。
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講
義
前

講
義
後

取締役会が社内取締役・執行役員を中心に構成され、監督と執行が明確に分離していない。 ６０ ７７

内部監査部門は、社長の指揮命令下に置かれている。 ５６ ６７

社長の意向を受けて、常勤・社内監査役が実質的に会計監査人の選定を行っている。 ５４ ６１

社外監査役には、ごく少数のスタッフがいるが、内部監査部門に対する指揮命令権を有して
いない。

５４ ５２

内部監査部門には専門職（プロフェッショナル）がいない。２～３年間で執行側に戻るか、定年
退職する。

４５ ４７

社外監査役は、月1回程度の出勤のため、常勤・社内監査役を通じて、主に情報を得ている。 ４６ ４２

Ｑ２．日本企業で重大な不祥事が繰り返されている理由、背景として、関連があると思うこと
を選んでください。

講
義
前

講
義
後

経営理念や計画・目標は存在するが、その達成に向けた内部統制、リスクマネジメントの詳細
が具体的に文書化されていない。

５５ ５７

株式持ち合いの慣行があり、株主総会で社長提出の議案に必ず賛成する安定株主がいる。 ５５ ５７

取締役会が社内取締役・執行役員を中心に構成され、監督と執行が明確に分離していない。 ３２ ５６

社長の報酬が比較的少な目で、短期・中長期の業績に連動する部分が相対的に少ない。 ４６ ５４

社長、会長を務めた後、相談役、顧問などの形で会社に残り、経営に決定に影響を及ぼすこ
とがある。

５０ ５１

現社長が次期社長を実質的に指名する。指名委員会はあっても形式的である。 ３７ ４４

Ｑ１．日本企業の利益率が低く、長期停滞している原因、背景として、関連があると思うこと
を選んでください。

日本独自のガバナンス慣行（12項目）に関する次世代（※）アンケート ―構成比％
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講
義
前

講
義
後

取締役会が社内取締役・執行役員を中心に構成され、監督と執行が明確に分離していない。 ５７ ７７

内部監査部門は、社長の指揮命令下に置かれている。 ４９ ６４

経営理念や計画・目標は存在するが、その達成に向けた内部統制、リスクマネジメントの詳細
が具体的に文書化されていない。

５３ ６０

社長の意向を受けて、常勤・社内監査役が実質的に会計監査人の選定を行っている。 ４５ ５９

社長の元部下が常勤・社内監査役を務め、社長を含む取締役の適法性監査の実質的な責任
者となっていることが多い。

４４ ５８

内部監査部門には専門職（プロフェッショナル）がいない。２～３年間で執行側に戻るか、定年
退職する。

４８ ５７

社外監査役には、ごく少数のスタッフがいるが、内部監査部門に対する指揮命令権を有して
いない。

４４ ４５

社長、会長を務めた後、相談役、顧問などの形で会社に残り、経営に決定に影響を及ぼすこ
とがある。

４１ ４３

現社長が次期社長を実質的に指名する。指名委員会はあっても形式的である。 ４０ ４０

社外監査役は、月1回程度の出勤のため、常勤・社内監査役を通じて、主に情報を得ている。 ３５ ３９

社長の報酬が比較的少な目で、短期・中長期の業績に連動する部分が相対的に少ない。 ２８ ３６

株式持ち合いの慣行があり、株主総会で社長提出の議案に必ず賛成する安定株主がいる。 ３４ ３５

Ｑ３． 今後、是正すべきと考える日本独自のガバナンス慣行を選んでください。

（※）京都大、一橋大、慶應義塾大、各大学50名前後に対して、講義前と講義後の2回、アンケート調査を実施。

―構成比％
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